
 
 

 

 
 

2 0 1 5年 5月 28日 

日本郵便株式会社 

 
 
 
 
 

 
日本郵便株式会社（東京都千代田区、代表取締役社長 髙橋 亨）は、本日下記のとおり、豪州物流

大手である Toll Holdings Limited（以下「トール社」、本社：豪州・メルボルン、社長：ブライアン・

クルーガー）の発行済み全株式を取得し、同社を完全子会社化いたしましたのでお知らせします。 

 
記 

 
1 概要 

当社は、本年 2 月 18 日に、本件株式取得に当たり豪州上場会社の 100％株式を取得する方法の一

つである豪州会社法に基づくスキーム・オブ・アレンジメント（以下「SOA」）の手続により、トー

ル社の全株式を取得する旨を定めた買収実行契約を、トール社と締結し、本日、同 SOA の実行に必

要な全ての手続が終了したため、トール社の発行済み全株式の取得が完了いたしました。 

当社は、当社の 100％子会社となるトール社に対し、適切なガバナンス体制を構築し、日本郵政グ

ループ共通の戦略の下、トール社が今後もグローバル物流企業として企業価値の極大化を図れるよう取り

組んでまいります。 

 

 

 

2 取得価額及び取得前後の保有株式の状況 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（1）取得前の株式所有割合 0.00％ 

（2）取得後の株式所有割合 100% 

（3）取得価額 6,486 百万豪ドル（一株当たり 9.04 豪ドル） 

日本郵便による豪州物流企業 Toll Holdings Limited の 

株式の取得（子会社化）完了について 



 
 

（参考）トール社の概要 

  

※1…数値はトール社の連結決算ベース（IFRS 適用）、（参考）2014 年 12 月期は、中間決算の数値（半期分） 

※2…連結 EBITDA の数値は特別損益項目調整後のもの 

※3…2014 年 6 月期末時点の発行済株式数で算出 

※4…PPA（Purchase Price Allocation：企業結合に伴う取得原価の配分）及び特別損益項目調整前のもの 

 
 
 

以 上 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

（1）名称 Toll Holdings Limited 

（2）所在地 Level 7, 380 St Kilda Road, Melbourne, VIC 3004 Australia 

（3）代表者の役職・氏名 Brian Kruger （Managing Director） 

（4）事業内容 フォワーディング事業、3PL 事業、エクスプレス事業に強みを持つ総合物流企業 

（5）資本金 2,977 百万豪ドル 

（6）直近 3 年間の連結決算状況（※1） 

決算期 2012 年 6 月期 2013 年 6 月期 2014 年 6 月期 （参考）2014 年 12 月期 

連結純資産 2,746 百万豪ドル 2,696 百万豪ドル 2,733 百万豪ドル 2,823 百万豪ドル 

連結総資産 6,041 百万豪ドル 5,975 百万豪ドル 5,902 百万豪ドル 6,590 百万豪ドル 

一株当たり連結純資産 3.83 豪ドル 3.76 豪ドル 3.81 豪ドル 3.94 豪ドル（※3） 

連結営業収益 8,707 百万豪ドル 8,719 百万豪ドル 8,811 百万豪ドル 4,407 百万豪ドル 

連結 EBITDA（※2） 681 百万豪ドル 703 百万豪ドル 710 百万豪ドル 378 百万豪ドル 

連結当期純利益 71 百万豪ドル 92 百万豪ドル 293 百万豪ドル 137 百万豪ドル 

一株当たり連結当期純利益 9.0 豪セント 11.8 豪セント 39.9 豪セント 23.6 豪セント（※4） 

一株当たり配当金 25 豪セント 27 豪セント 28 豪セント 13 豪セント 

【お客さまのお問い合わせ先】 

日本郵便株式会社 お客様サービス相談センター 

＜電話番号＞ 

0120-23-28-86  

携帯電話からご利用のお客さま 

0570-046-666（通話料はお客さま負担です） 

  ＜ご案内時間＞ 

平日     8:00～22:00 

土・日・休日 9:00～22:00 

※おかけ間違いのないようにご注意ください。 

本資料は、一般公衆への情報提供を目的とするものであり、日本国内における当社又はその子会社の株式その他の有価証券の勧誘を

構成するものではありません。 

また、本資料は、米国における証券の募集を構成するものではありません。米国1933 年証券法に基づいて証券の登録を行うか又は登

録の免除を受ける場合を除き、米国内において証券の募集又は販売を行うことはできません。米国における証券の公募が行われる場合

には、米国1933 年証券法に基づいて作成される英文目論見書が用いられます。目論見書は、当該証券の発行会社又は売出人より入手す

ることができますが、これには、発行会社及びその経営陣に関する詳細な情報並びにその財務諸表が記載されます。 


